鳥取市情報公開条例及び鳥取市個人情報保護条例の改正について
（中間まとめ）

平成１７年９月

鳥取市総務部総務課情報公開室

	鳥取市情報公開条例及び鳥取市個人情報保護条例の改正について
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第１章　鳥取市情報公開条例の改正についての考え方
１　条例の目的（現行条例第１条）
	条例の基本的な理念として「市民の知る権利」、「市民に説明する責務」を条例の目的に明記すべきである。


【説明】
１　「市民の知る権利」について

　「知る権利」については、法的な根拠や権利の内容等に関して、様々な見解が分かれている。しかし、「知る権利」は、一般的に憲法理念に基づく権利として認識されてきており、この言葉が情報公開制度の進展に大きな役割を果たしてきたことは評価するべきであり、市民の情報公開を求める権利を分かりやすく表現していることも事実である。
　したがって、「市民の知る権利」を条例の目的に明記し、情報公開に対する鳥取市の積極的な姿勢を示すべきである。

２　「市民に説明する責務」について

　市政への市民参加を促進し、市政に対する市民の理解と信頼の確保を図るためには、市がその諸活動の状況を市民に説明する責務が全うされなければならない。このことを明確にするため、情報公開の総合的な推進を図るための基本的な理念として、行政が「市民に説明する責務」を条例に明記することが適当である。
（参考）
現行条例に規定する目的
	（目的）
第１条　この条例は、行政文書の開示を請求する市民の権利を明らかにするとともに、本市が保有する情報の公開に関し必要な事項を定めることにより、市政への市民参加を促進し、市政に対する市民の理解と信頼の確保を図り、もって公正で開かれた市政を一層推進することを目的とする。


鳥取県情報公開条例に規定する目的
	（目的）
第1条　この条例は、県政に対する県民の知る権利を尊重して、公文書の開示を求める権利その他情報公開に関し必要な事項を定めることにより、県の諸活動を県民に説明する責務を全うし、もって県民参加による開かれた公正な県政の推進に資することを目的とする。


２　開示を請求する権利（現行条例第５条）
	請求権者の範囲を広げ、「何人も」開示請求ができるようにすべきである。


【説明】
情報公開法では、請求権者は「何人」となっている。市においても、情報化の進展や行政活動の広域化に伴い、情報の流通がより広く速やかになっており、市の諸活動に対する内外の関心は従来にも増して高まってきている。いまや市政に関心と関わりを有する者は市民に限定されなくなってきており、より一層開かれた市政を推進していくため、請求権者の範囲を広げ、「何人も」とすることが適当である。
（参考）

現行条例に規定する開示請求権
	（開示を請求する権利）
第５条　次に掲げるものは、実施機関に対し、行政文書の開示（第４号に掲げるものにあっては、そのものの有する利害関係に係る行政文書の開示に限る。）を請求することができる。
 （１）市内に住所を有する者
 （２）市内に事務所又は事業所を有する個人及び法人その他の団体
 （３）市内に存する事務所又は事業所に勤務する者
（４）前３号に掲げるもののほか、実施機関が行う事務又は事業に利害関係を有するもの

	


情報公開法に規定する開示請求権

	（開示請求権）
第三条　何人も、この法律の定めるところにより、行政機関の長（前条第一項第四号及び第五号の政令で定める機関にあっては、その機関ごとに政令で定める者をいう。以下同じ。）に対し、当該行政機関の保有する行政文書の開示を請求することができる。


第２章　鳥取市個人情報保護条例の改正についての考え方

１　事業者及び市民の責務について（現行条例規定なし）
	個人情報保護制度の目的を達成するために果たすべき事業者及び市民の責務について明記すべきである。


【説明】
　個人情報の保護に当たっては、市、事業者及び市民が一体となって取り組む必要があることから、実施機関の責務のみでなく、事業者及び市民の責務についても明記すべきである。
個人情報保護法において、個人情報取扱事業者には、個人情報の適正な取扱いのための義務が課されているが、条例においても、事業者の責務として、個人情報保護の重要性を認識し、個人情報の取扱いに当たっては、個人の権利利益を侵害することのないよう努めるとともに、個人情報の保護に関する市の施策に協力しなければならないことを明記することが適当である。

　市の施策に協力すべき責務を課すのは、実行性のある個人情報の保護を図るためには、行政と事業者が協力して対策を講ずることが必要であるためである。

　市民の責務としては、個人情報の保護の重要性を認識し、個人情報の取扱いに当たっては、個人の権利利益を侵害することのないよう努めなければならないことを明記することが適当である。
一般に市民は、権利利益の侵害の被害者となる場合が多いが、他人の個人情報を不適正に取り扱うことによって、他人の権利利益を侵害することもあり得るので、市民が互いに個人情報の保護の重要性を認識し、個人情報の適正な取扱いに努めるべきことを求めるものである。
２　事業者に対する指導･助言について（現行条例規定なし）
（１）事業者への指導助言
	　市長は、事業者が自ら個人情報の適正な取扱いを確保するために必要な措置を講じるよう指導及び助言を行うことが適当である。


【説明】
　個人情報保護法第５条において、地方公共団体はそれぞれの特性に応じて、個人情報の適正な取扱いを確保するために必要な施策を策定し、実施する責務を有すると明らかにしている。
　民間事業者の活動状況、個人情報の取扱いに関する問題の発生状況、そうした問題に対する住民意識等については、地域の特性が生ずる場合があり、個人情報の適正な取扱いの推進、問題解決はそれぞれの地域の課題という側面があり得ることから、地域に密着した方策によることが効果的な場合が多いと考えられる。そこで、このような住民に身近な地方公共団体が果たす役割の重要性を踏まえ、また、個人情報保護法による規制が行われない５，０００件以下の個人情報データベース等を取り扱う事業者における個人情報の保護も図られる必要があることから、市長は、事業者が自ら個人情報の適正な取扱いを確保するために必要な措置を講ずるよう指導及び助言を行うものとする。
　審議の過程で、市長は、個人情報を取り扱う事業者がそれぞれの事業内容にあわせて、自主的な個人情報の保護措置を講ずる場合のよりどころとなる指針を作成し公表した上で、事業者に対してその指針に基づき指導、助言を行うことが適当であるとの意見がありました。
（２）事業者に対する措置

	①　市長は、事業者が個人情報を不適正に取り扱っている疑いがあると認めるときは、当該事業者に対し、その事実を明らかにするために必要な限度において、説明又は資料の提出を求めることが適当である。
②　市長は、事業者が①による説明を正当な理由なく行わず、若しくは虚偽の説明を行い、若しくは①による資料を正当な理由なく提出せず、若しくは虚偽の資料を提出したとき、又は事業者が個人情報を著しく不適正に取り扱っていると認めるときは、当該事業者に対し、必要な措置をとるべきことを勧告することができるようにすべきである。
③　市長は、事業者が②による勧告に従わなかったときは、鳥取市情報公開・個人情報保護審査会の意見を聴いた上で、その旨を公表することができるようにすべきである。この場合においては、市長は、あらかじめ、当該事業者の意見を聴取することが適当である。


【説明】

１　市長は、事業者が個人情報を違法、不正な手段により取得し、適正な管理を怠り、又は正当な理由なく目的外に利用若しくは外部に提供することにより、個人の権利利益が侵害されるおそれがあり、当該行為が事業活動の自由を考慮してもなお社会的に認容されないものであると判断するときは、当該事業者に対し、説明又は資料の提出を求めることができるものとする。
２　市長は事業者が正当な理由がなく説明・資料の提出要求に従わなかったとき、又は虚偽の説明・資料提出を行ったとき、又は説明・資料提出を行ったうえで個人情報を不適正に取扱っている事実が認められたときは、当該事業者に対し、必要な措置をとるべきことを勧告することができるものとする。
３　事業者が勧告に従わなかったときは、公正さの確保、厳格性、事業活動に与える影響等を考慮し、審査会の意見を聴いたうえでその事実を公表することが必要である。公表は、情報を提供することにより、市民に注意を促すとともに、説明又は資料の提出要求や勧告の実効性を担保することにもつながるものである。また、公表をすることにより社会的信用を失うなど、事実上の不利益を与えることにもなるので、適正な手続きを保障するため、市長はあらかじめ当該事業者の意見を聴取することが適当である。
（３）適用除外
	　　憲法が保障する基本的人権の侵害とならないように配慮する必要があることから、個人情報保護法と同様に、報道機関などが、報道などの目的で個人情報を取り扱うときや、事業者が報道機関などに個人情報を提供する行為に、指導助言、説明･資料提供要求などの規定を適用しないことが適当である。


【説明】

　個人情報保護法において、表現の自由などの憲法が保障する基本的人権の侵

害とならないように配慮するため、報道機関、著述を業として行う者、学術研

究機関、宗教団体、政治団体に対して、個人情報取扱事業者の義務、主務大臣

の監督措置等を適用除外としている。

　また、報道機関、著述を業として行う者、学術研究機関、宗教団体、政治団

体に対して、個人情報を提供する行為についても主務大臣の監督措置等を適用

除外としている。

　事業者に対して、市長の関与規定（指導助言、説明･資料の提出要求、勧告、

公表）を条例に設けた場合、憲法が保障する基本的人権の侵害とならないよう
に配慮する必要があることから、個人情報保護法と同様に、報道機関などが報
道などの目的で、個人情報を取り扱うときは、市長の関与規定を適用しないこ

とが適当である。
（参考）

個人情報保護法に規定する適用除外
	（主務大臣の権限の行使の制限）
第三十五条　主務大臣は、前三条の規定により個人情報取扱事業者に対し報告の徴収、助言、勧告又は命令を行うに当たっては、表現の自由、学問の自由、信教の自由及び政治活動の自由を妨げてはならない。

２　前項の規定の趣旨に照らし、主務大臣は、個人情報取扱事業者が第五十条第一項各号に掲げる者（それぞれ当該各号に定める目的で個人情報を取り扱う場合に限る。）に対して個人情報を提供する行為については、その権限を行使しないものとする。


	（適用除外）

第五十条　個人情報取扱事業者のうち次の各号に掲げる者については、その個人情報を取り扱う目的の全部又は一部がそれぞれ当該各号に規定する目的であるときは、前章の規定は、適用しない。

　一　放送機関、新聞社、通信社その他の報道機関（報道を業として行う個人を含む。）報道の用に供する目的

　二　著述を業として行う者　著述の用に供する目的

　三　大学その他の学術研究を目的とする機関若しくは団体又はそれらに属する者　学術研究の用に供する目的

　四　宗教団体　宗教活動（これに付随する活動を含む。）の用に供する目的

　五　政治団体　政治活動（これに付随する活動を含む。）の用に供する目的

２　前項第一号に規定する「報道」とは、不特定かつ多数の者に対して客観的事実を事実として知らせること（これに基づいて意見又は見解を述べることを含む。）をいう。

３　第一項各号に掲げる個人情報取扱事業者は、個人データの安全管理のために必
要かつ適切な措置、個人情報の取扱いに関する苦情の処理その他の個人情報の適
正な取扱いを確保するために必要な措置を自ら講じ、かつ、当該措置の内容を公
表するよう努めなければならない。


（４）国又は他の地方公共団体との協力

	　市長は、事業者が行う個人情報の取扱いに関し、個人の権利利益の保護を図るため必要があると認めるときは、国又は他の地方公共団体と協力することが適当である。


【説明】

　事業者の事業活動は、市域を超えて展開されているものであり、事業者が保有する個人情報に対する個人の権利利益の保護は、本市における努力のみで足りるものではない。国に対しては事業者に対する関係省庁による行政指導等を、他の地方公共団体に対しては当該地方公共団体の区域内に事務所を有する事業者に関する調査、情報提供等を要請するものとし、国又は地方公共団体から要請された場合は、必要な措置を講じて要請に応えるものとする。

（参考）

国及び地方公共団体の協力についての個人情報保護法の規定
	第１４条　国及び地方公共団体は、個人情報の保護に関する施策を講ずるにつき、相協力するものとする。


３　個人情報に関する苦情処理について（現行条例規定なし）
	　市長は、事業者が行う個人情報の取扱いについて苦情の相談があったときは、適切かつ迅速な処理に努めることが必要である。


【説明】
　個人情報保護法第１３条は、地方公共団体が「苦情の処理のあっせんその他必要な措置を講ずるよう努めなければならない」ことを定めた。この規定は、苦情の対象となった事業者が取扱う個人情報データベースの量が５，０００件を超えるかどうかにかかわらず適用されるものである。また、政府が定めた個人情報の保護に関する基本方針の中で、「地方公共団体の担う苦情の処理のあっせん等は、当事者間で問題が解決されない場合等において、事業分野を問わない苦情処理の仕組みとして、苦情の処理のあっせん、助言、指導、情報提供等の役割が求められている」とあり、地方公共団体は苦情の処理のあっせんに取り組むことが求められている。
　事業者の個人情報の取扱いに関して問題が生じた場合、基本的には事業者がその問題の解決に当たるべきであるが、市長は、当事者間で問題が解決しないなど苦情の問題があった場合には、関係機関と連携し、適切かつ迅速な処理に努める必要がある。
４　罰則規定について（現行条例規定なし）
	個人情報の適正な取扱い及び個人の権利利益の保護をより一層の実効性あるものとするため、行政機関個人情報保護法の罰則規定と同様に、実施機関の職員、元職員又は受託業務及び公の施設の管理業務の従事者、元従事者に対する罰則規定を設けることが適当である。


【説明】
　職員には、個人の秘密の漏えいに関し、地方公務員法において守秘義務と罰

則が定められているので、個人情報の適正な取扱いが確保されると考えられ、

現行条例では罰則規定を設けるまでの必要性が乏しいとの理由から、特に罰則

規定は設けられていない。
　しかし、最近の個人情報の漏えい事件の発生及び高度情報通信社会の進展に伴い、個人情報保護に対する市民の意識がより一層高まっていること、電子情報化された個人情報が漏えいされた場合には、膨大な個人情報の流出をもたらすこと、かつその被害が甚大となる可能性があることから、個人情報の適正な取扱いの確保は、これまで以上に強く要請されている。

　したがって、実施機関による個人情報の適正な取扱いの確保を図り、個人の権利利益の侵害の防止について、より一層実効性のあるものとして担保するとともに、市民からの信頼を確保するため、行政機関個人情報保護法と同様に罰則規定を設けることが適当である。
（参考）

行政機関個人情報保護法の罰則規定の内容

	
	主　　体
	対　象　情　報
	行　　為
	量　　刑

	第

５３

条
	行政機関の職員又は職
員であった者、受託業
務に従事している者又

は従事していた者
	個人の秘密に属する事

項が記録された電算処

理ファイル（複製又は

加工したものを含む）
	正当な理由が

ないのに提供

したとき
	２年以下の懲役又は１００万円以下の罰金

	第

５４
条
	〃
	業務に関して知り得た保有個人情報（秘密に属さない情報も含む）
	不正な利益を図る目的で提供又は利用（盗用）したとき
	１年以下の懲役又は５０万円以下の罰金

	第

５５条


	行政機関の職員
	秘密に属する事項が記録された文書、図画又は電磁的記録
	職権を濫用して、専らその職務の用以外の用に供する目的で収集したとき
	〃

	第

５７条
	開示決定に基づく保有個人情報の開示を受けた者
	保有個人情報
	偽りその他不正の手段により開示を受けたとき


	１０万円以下の過料


第５６条　第５３条から第５５条までの規定は、日本国外においてこれらの条の罪を犯した者にも適用する。
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